
平成23年度事務事業評価表（平成22年度振り返り）

政策名

所管課係名

事業費
（実績額）

人件費
（理論値）

トータル
コスト

実績値 実績値 実績値 ① ② ①＋② 事業費
（実績額）

事業費
（実績額）

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

□ ■ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

4 12 100 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 4 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 4

（ 人 ） （ 回 ） （ ％ ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ □ ■ 4 17 100

上乗 □ （ 人 ） （ 回 ） （ ％ ）

■ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 4 14 100

□ （ 人 ） （ 回 ） （ ％ ）

■ □ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

8 38 3 必要性 3 有効性 4 達成度 3 効率性 3 必要性 3 有効性 4 達成度 3 効率性 3

（ 人 ） （ 回 ） （ 回 ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ □ ■ 8 40 3

上乗 □ （ 人 ） （ 回 ） （ 回 ）

■ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 8 47 1

□ （ 人 ） （ 回 ） （ 回 ）

■ □ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

29 7 1 必要性 3 有効性 3 達成度 3 効率性 3 必要性 3 有効性 3 達成度 3 効率性 3

（ 人 ） （ 回 ） （ 件 ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ □ ■ 29 8 3

上乗 □ （ 人 ） （ 回 ） （ 件 ）

■ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 29 10 1

□ （ 人 ） （ 回 ） （ 件 ）

■ □ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

68 0 43 必要性 3 有効性 3 達成度 3 効率性 3 必要性 3 有効性 3 達成度 3 効率性 3

（ 人 ） （ 件 ） （ 人 ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ □ ■ 68 0 43

上乗 □ （ 人 ） （ 件 ） （ 人 ）

■ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 68 0 42

□ （ 人 ） （ 件 ） （ 人 ）

一般財源分

事業費の概要説明
事務事業の方向性、項目別評価

及びその理由等

特定財源に伴う一般財源 一般財源

公正な選挙の執行 施策番号・名 個別3 個別施策

0
説明欄：すでにコストは最小限に抑えてお
り、交際費支払基準に基づき事務を行って
いるため、現状を維持する

所管課長 選挙管理委員会事務局　 平野　進

説明欄：すでにコストは最小限に抑えてお
り、交際費支払基準に基づき事務を行って
いるため、現状を維持する

0

0

説明欄：すでにコストは最小限に抑えられ
ているため現状を維持する

28

30

24年度以降に向けた方向性： 現状維持
説明欄：

24年度以降に向けた方向性： 現状維持

24年度以降に向けた方向性： 現状維持
説明欄：

24年度以降に向けた方向性： 現状維持

20
説明欄：すでにコストは最小限に抑えられ
ているため現状を維持する 所管課長 選挙管理委員会事務局　 平野　進

230
説明欄：すでにコストは最小限に抑えられ
ているため現状を維持する 所管課長 選挙管理委員会事務局　 平野　進

説明欄：すでにコストは最小限に抑えられ
ているため現状を維持する

335

165

説明欄：
すでにコストは最小限に抑えられているた
め現状を維持する。
在外選挙人名簿登録事務委託費として、都
から歳入（平成22年度55,098円)有り。2,801

3,022

24年度以降に向けた方向性： 現状維持
説明欄：

24年度以降に向けた方向性： 現状維持

24年度以降に向けた方向性： 現状維持 24年度以降に向けた方向性： 現状維持

2,802
説明欄：
すでにコストは最小限に抑えられているた
め現状を維持する。

所管課長 選挙管理委員会事務局　 平野　進

事務事業の方向性、項目別評価
及びその理由等

事務事業全体

5,189

0

意図
選挙事務に関係する団体及び個人と
の良好な関係を保ち、選挙事務を円
滑に進めていく。 0 0 0

都市選連2Ｂ委
員長、明推協
議会及び推進
委員延べ数

0

選挙管理委員交際事
業

手段
・

内容

対外的に活動する委員長の必要な外
部の個人又は団体との交際に要する
経費を地方自治法の関係規定に基づ
き支出。また、その支払基準を内規
で定め実施。 0 0

0 0

事業
形態

直営（委託無）

その他（　　　　　　　　　　　　　）

個別3-04

選挙管理委員会事務
局
選挙係

対象
当市及び選挙区構成市等選挙事務に
密接に関係する団体及び個人

選挙事務関係
組織者数

交際費支出件数全額補助 一部補助有 市全額

市独自上乗せ（上乗・横出）

478

意図 選挙の明朗化を推進する

30 633 663

明るい選挙啓
発推進事務反
映件数(選挙時
啓発：選挙執
行数)

481

東京都市明るい選挙
推進協議会連合会参
画事業

手段
・

内容

定期総会、会長会議、ブロック会議
等への出席
推進委員研修会、東京都明るい選挙
推進大会等への参加

28 450

20 461

全額補助 一部補助有個別3-03

選挙管理委員会事務
局
選挙係

対象
明るい選挙推進協議会委員（話しあ
い指導員・明るい選挙推進委員）

本市推進協議
会 構 成 員 数
（ 協 議 会 委
員・指導員・
推進委員）

会議・研修等の
開催回数

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

1,900

意図

各選挙管理委員会との連携を図り、
選挙に関する法規の調査研究、情報
の収集交換等を通し、選挙の管理執
行に資する 165 2,077 2,242

選挙事務等反
映件数（選挙
執行数）

1,806

選挙管理委員会等連
合会参画事業

手段
・

内容

定期総会、委員長会、局長会等会議
及び委員研修、職員研修への参加
ブロック及び各市との連絡調整、情
報交換等

335 1,565

230 1,576

事業
形態

直営（委託無）

その他（　　　　　　　　　　　　　）

個別3-02

選挙管理委員会事務
局
選挙係

対象
選挙管理委員
選管事務局職員

会員数（補助
機関の事務局
職員も含む）

会議・研修等の
開催回数

全額補助 一部補助有 市全額

市独自上乗せ（上乗・横出）

選挙等に関する事案が適正に議決さ
れ、公正な選挙等を執行する

3,022 2,477 5,499

議決率

5,250

選挙管理委員
数

委員会開催回数

2,388

2,802 2,448

公職選挙法第19条（委員会開催、名簿調
製）
検察審査会法第10条（検察審査員候補者選
定）　裁判員の参加する刑事裁判に関する
法律第21条（裁判員候補予定者選定）
農業委員会委等に関する法律第10条

全額補助 一部補助有

市独自上乗せ（上乗・横出）

委員会を開催（定時（3、6、9、12
月）、定例会（毎月）、選挙時）
し、選挙人名簿等の調製、検察審査
員候補者の選定等及び農業委員会委
員選挙人名簿の調製。 2,801

努力義務的

事務事業の概要
(根拠法令等、財源、上乗、形態)

選挙管理委員会運営
事業

手段
・

内容市全額

事務事業名

意図

指標 指標 指標

事務事業
番号

事務事業の目的
事務事業の対象、手段（事業内容）、意図

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標
（意図したことの結果の

数値指標化）

個別3-01

選挙管理委員会事務
局
選挙係

対象
選挙管理委員
選挙人名簿登録者

根拠
法令
等

事業
形態

直営（委託無）

その他（　　　　　　　　　　　　　）

自主的 義務的

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

市全額

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

その他（　　　　　　　　　　　　　）

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

全庁評価会議
（24年度に向けた

方向性等）

説明欄：

説明欄：

説明欄：

説明欄：

東久留米市



平成23年度事務事業評価表（平成22年度振り返り）

政策名

所管課係名

事業費
（実績額）

人件費
（理論値）

トータル
コスト

実績値 実績値 実績値 ① ② ①＋② 事業費
（実績額）

事業費
（実績額）

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

一般財源分

事業費の概要説明
事務事業の方向性、項目別評価

及びその理由等

特定財源に伴う一般財源 一般財源

公正な選挙の執行 施策番号・名 個別3 個別施策

事務事業の方向性、項目別評価
及びその理由等

事務事業全体

事務事業の概要
(根拠法令等、財源、上乗、形態)

事務事業名

指標 指標 指標

事務事業
番号

事務事業の目的
事務事業の対象、手段（事業内容）、意図

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標
（意図したことの結果の

数値指標化） 全庁評価会議
（24年度に向けた

方向性等）

□ □ ■ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

94,735 51 60.45 必要性 3 有効性 3 達成度 2 効率性 3 必要性 3 有効性 3 達成度 2 効率性 3

（ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ □ ■ 94,621 160 54.91

上乗 □ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

■ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 94,293 80 無投票

□ （ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

□ ■ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

94,278 156 0 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 3 必要性 有効性 達成度 効率性

（ 人 ） （ 人 ） （ 件 ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ ■ □ なし なし なし

上乗 □ （ 人 ） （ 人 ） （ 件 ）

□ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

■ 一部委託 □ 補助・助成金 なし なし なし

□ （ 人 ） （ 人 ） （ 件 ）

□ ■ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

93,502 144 0 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 4 必要性 有効性 達成度 効率性

（ 人 ） （ 人 ） （ 件 ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 ■ □ □ なし なし なし

上乗 □ （ 人 ） （ 人 ） （ 件 ）

□ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

■ 一部委託 □ 補助・助成金 なし なし なし

□ （ 人 ） （ 人 ） （ 件 ）

□ ■ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

92,802 144 0 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 4 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 4

（ 人 ） （ 人 ） （ 件 ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 □ □ ■ なし なし なし

上乗 □ （ 人 ） （ 人 ） （ 件 ）

□ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

■ 一部委託 □ 補助・助成金 なし なし なし

□ （ 人 ） （ 人 ） （ 件 ）

1,067
説明欄：法律の定めに応じた執行のため、
事業内容については現状を維持する(20，
21年度は事業なし)

所管課長 選挙管理委員会事務局　 平野　進

説明欄：法律の定めに応じた執行のため、
事業内容については現状を維持する(20，
21年度は事業なし)

説明欄：

24年度以降に向けた方向性： 現状維持
説明欄：

24年度以降に向けた方向性： 現状維持

24年度以降に向けた方向性： 現状維持
説明欄：

24年度以降に向けた方向性：

説明欄：法律の定めに応じた執行のため、
事業内容については現状を維持する(20，
21年度は事業なし)

所管課長 選挙管理委員会事務局　 平野　進

説明欄：法律の定めに応じた執行のため、
事業内容については現状を維持する(19，
20年度は事業なし) 23,24年度は事業の予
定なし

所管課長 選挙管理委員会事務局　 平野　進

説明欄：執行額と執行経
費交付額との差額（市の
持出分）

5,149

説明欄：

説明欄：すでにコストは最小限に抑えられ
ているため現状を維持する

217

359

24年度以降に向けた方向性： 廃止(完了･統合含む) 24年度以降に向けた方向性：

24年度以降に向けた方向性： 現状維持
説明欄：

24年度以降に向けた方向性： 現状維持

171
説明欄：すでにコストは最小限に抑えられ
ているため現状を維持する 所管課長 選挙管理委員会事務局　 平野　進

0

意図
選挙事務を正確・迅速に進め、選挙
を適正に執行する

0

選挙管理上の
問題発生件数

1,067 2,638

事業
形態

直営（委託無）

個別3-08

選挙管理委員会事務
局
選挙係

一部補助有 市全額

市独自上乗せ（上乗・横出）

対象 選挙権を有する市民

選挙当日有権
者数

3,705

選 挙 管 理 執 行 事 務
（東久留米市議会議
員選挙）

手段
・

内容

執行計画を策定。選挙事務従事者の
委嘱・選任。各説明会開催。立候補
予定者に対する説明会、事前審査。

選挙事務従事職
員数（開票従事
人数）

全額補助

公職選挙法第5条

その他（　　　　　　　　　　　　　）

0

意図
選挙事務を正確・迅速に進め、選挙
を適正に執行する

0

選挙管理上の
問題発生件数

25,397

選 挙 管 理 執 行 事 務
（東京都知事選挙）

手段
・

内容

執行計画を策定。選挙事務従事者の
委嘱・選任。各説明会開催。期日
前・不在者投票の受付。

18,627 6,770

地方自治法第2条（第2号法定受託事務）
公職選挙法

全額補助 一部補助有個別3-07

選挙管理委員会事務
局
選挙係

対象 選挙権を有する市民

選挙当日有権
者数

選挙事務従事職
員数（開票従事
人数）

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

0

意図
選挙事務を正確・迅速に進め、選挙
を適正に執行する

0

選挙管理上の
問題発生件数

59,846

選 挙 管 理 執 行 事 務
（参議院議員選挙）

手段
・

内容

執行計画を策定。選挙事務従事者の
委嘱・選任。各説明会開催。期日
前・不在者投票の受付。当日投・開
票事務の管理執行。

25,623 34,223

事業
形態

直営（委託無）

その他（　　　　　　　　　　　　　）

個別3-06

選挙管理委員会事務
局
選挙係

対象 選挙権を有する市民

選挙当日有権
者数

選挙事務従事職
員数（開票従事
人数）

全額補助 一部補助有 市全額

市独自上乗せ（上乗・横出）

914

意図
有権者の政治・選挙への意識を高
め、選挙違反のない明るい正しい選
挙の実現、投票総参加を目指す 359 1,039 1,398

平 均 投 票 率
（20年度農業
委員会委員選
挙、21年度都
議・衆院・市
長選挙、22年
度参院）

657

明るい選挙啓発事業

手段
・

内容

明るい選挙推進を内容とした選挙啓
発ポスターを小中学生から募集し展
示会を開催。社会を明るくする運動
市民の集いへの参加。協議会委員、
推進委員による管外研修、研修会の
実施。 217 697

171 486

公職選挙法第6条

全額補助 一部補助有個別3-05

選挙管理委員会事務
局
選挙係

対象
有権者（将来の有権者となる児童・生徒、
転入者など登録要件に満たない市民も含
む）

選挙人名簿登
録者数(3/2定
時登録)

啓発できた人数
（明るい選挙啓
発ポスターコン
ク ー ル 応 募 者
数）

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

市全額

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

その他（　　　　　　　　　　　　　）

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

地方自治法第2条（第1号法定受託事務）
公職選挙法

市全額

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

その他（　　　　　　　　　　　　　）

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

説明欄：

説明欄：

説明欄：

説明欄：

東久留米市



平成23年度事務事業評価表（平成22年度振り返り）

政策名

所管課係名

事業費
（実績額）

人件費
（理論値）

トータル
コスト

実績値 実績値 実績値 ① ② ①＋② 事業費
（実績額）

事業費
（実績額）

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

一般財源分

事業費の概要説明
事務事業の方向性、項目別評価

及びその理由等

特定財源に伴う一般財源 一般財源

公正な選挙の執行 施策番号・名 個別3 個別施策

事務事業の方向性、項目別評価
及びその理由等

事務事業全体

事務事業の概要
(根拠法令等、財源、上乗、形態)

事務事業名

指標 指標 指標

事務事業
番号

事務事業の目的
事務事業の対象、手段（事業内容）、意図

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標
（意図したことの結果の

数値指標化） 全庁評価会議
（24年度に向けた

方向性等）

□ ■ □ 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度 平成22年度

3 2 2 必要性 4 有効性 4 達成度 4 効率性 4 必要性 有効性 達成度 効率性

（ 件 ） （ 件 ） （ 件 ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

財源 ■ □ □ 3 2 2

上乗 □ （ 件 ） （ 件 ） （ 件 ）

■ □ 全部委託 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

□ 一部委託 □ 補助・助成金 なし なし なし

□ （ 件 ） （ 件 ） （ 件 ）

説明欄：

24年度以降に向けた方向性： 廃止(完了･統合含む)
説明欄：

24年度以降に向けた方向性：

説明欄：22年度で事業完了
所管課長 選挙管理委員会事務局　 平野　進

1,339

意図
国民投票事務を正確・迅速に執行で
きる体制を整える

0 0 0

改修に着手し
たシステム数

999

国民投票対応改
修対象システム
数(期日前・ホ
スト)

投票人名簿（国民投
票）の名簿調製等に
係るシステム構築事
業

手段
・

内容

国民投票法施行に伴い、国民投票へ
対応するために必要なシステム改修
を行う

713 626

384 615

地方自治法第2条（第1号法定受託事務）
日本国憲法の改正手続きに関する法律

全額補助 一部補助有個別3-09

選挙管理委員会事務
局
選挙係

対象 既存の選挙システム

既存選挙シス
テ ム 数 ( 期 日
前・当日・ホ
スト)

市全額

市独自上乗せ（上乗・横出）

事業
形態

直営（委託無）

根拠
法令
等

自主的 義務的 努力義務的

その他（　　　　　　　　　　　　　）

説明欄：

東久留米市


